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軍用地に係る税務について
―所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会―

プログラム

１　開　会

２　説明会

● 第１部 「所得税の記帳制度及び青色申告制度の概要について」

　　　　 説明者：

　　沖縄国税事務所　　個人課税課 課長補佐　島袋　直樹 氏

　　沖縄県青色申告会連合会　　　 専務理事　仲本　政祥 氏

　　沖縄県軍用地等地主会連合会 顧問税理士　仲地　祐三 氏

● 第２部 「相続・贈与の対策について」

　　　　 報告者：

　　大和証券株式会社 ウェルスマネジメント部

　　　　　　　　　　 ソリューション 二課長　松下 聡一郎 氏

3　閉　会

日時：平成29年9月30日（土） 14時〜16時

場所：ちゃたんニライセンターカナイホール

1



はじめに

　「軍用地に係る税務について」の説明会は、本会の実施している公益的な活動の一環と

して、駐留軍用地や自衛隊用地等に係る税務を取り巻く状況とその対策について、関係地

主の方々の理解を深めてもらうことを目的に開催します。

　説明会は２部構成とし、１部では、制度に関する知識とその対応について説明をしてい

ただくため、沖縄国税事務所及び沖縄県青色申告会連合会、並びに本会顧問税理士に講師

を依頼しました。関係する制度の概要について説明します。

　２部では、関係地主の関心の高い、相続や贈与を取り巻く現状について、報告をしてい

ただくため、大和証券株式会社において、相続や贈与の相談について対応する担当者に講

師を依頼しました。相続や贈与を取り巻く現状とその課題などについて、アドバイスを交

えて報告します。

　こうした説明会を通じて、駐留軍用地や自衛隊用地等に係る税務や相続、贈与につい

て、今後の対策を始める契機にしていただければ幸いです。

平成29年9月　　　　　　　　　　　　　

一般社団法人沖縄県軍用地等地主会連合会
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白色申告の方の記帳・帳簿等の
保存制度等について

説明者：沖縄国税事務所 個人課税課

課長補佐　島袋 直樹
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白色申告の方の

記帳・帳簿等の保存制度等について

はじめに
我が国の所得税は、納税者の方が自ら税法に従って所得金額と税額を正しく計算して

申告し、納税をするという申告納税制度を採っています。
１年間（１月１日から 月 日までの間）に生じた所得金額を正しく計算し、申

告するためには、収入金額や必要経費に関する日々の取引の状況を帳簿に記録（記帳）
し、また、取引に伴って作成したり受け取ったりした書類を保存しておく必要があります。
平成 年の税制改正により、これまで事業所得等（不動産所得含む。）の所得金

額の合計額が 万円を超える個人事業所得者に課されていた記帳・記録保存義務が、
平成 年１月以降、全ての個人事業者等に拡大され、不動産所得等を有する軍用地
主の方もその対象となりました。

１ 記帳・帳簿等の保存制度
事業所得、不動産所得又は山林所得を生ずべき業務を行う全ての白色申告者の方

（所得税及び復興特別所得税の申告の必要がない方も含みます。）は、収入金額や必
要経費を記載すべき帳簿を備え付けて、収入金額や必要経費に関する事項を記帳する
必要があります。
また、収入金額や必要経費を記載した帳簿のほか、業務に関して作成し、又は受領し

た、請求書、領収書などの書類を保存する必要があります。

２ 帳簿書類の保存期間
白色申告の方の帳簿書類の保存期間は以下のとおりです。

保存が必要なもの 保存機関

帳 簿
収入金額や必要経費を記載した帳簿（法定帳簿） ７年

業務に関して作成した上記以外の帳簿（任意帳簿） ５年

書 類
決算に関して作成した棚卸表その他の書類

５年
業務に関して作成し、又は受領した請求書、領収書などの書類
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３ 記帳する内容
収入金額や必要経費について、取引の年月日、相手方の名称、金額や日々の売上

げ・仕入れの合計金額等を帳簿に記載します。
なお、不動産所得を有する白色申告の方は、一つ一つの取引ごとではなく日々の合計

額をまとめて記載するなど、簡易な方法による記載が認められています。

４ 不動産所得
不動産所得とは、土地や建物、不動産の上に存する権利、船舶、航空機などの貸付け

から生ずる所得をいいます。

⑴ 不動産所得の計算
総収入金額 － 必要経費 ＝ 不動産所得の金額

⑵ 軍用地料収入がある方の不動産所得の計算（一般的な場合）
イ 収入金額 ・・・ 清算払い（値上分）と概算払いの合計額

（軍用地主会等から交付される明細書等で確認できます。）
ロ 必要経費 ・・・ ① 固定資産税【軍用地に係る固定資産税のみ】

（固定資産税納税通知書等で確認できます。）
ロ 必要経費 ・・・ ② 軍用地主会費

（軍用地主会等から交付される明細書等で確認できます。）

５ 不動産所得の収支計算書
《収支計算例》
○ 収入金額
賃 貸 料 （軍 用 地 料 概 算 分 ） 円
賃 貸 料 （軍 用 地 料 値 上 り分 ） 円

収入金額 計 円
○ 必要経費
租税公課（軍用地に係る固定資産税） 円
地主会費 円

必要経費 計 円
○ 所得金額（不動産所得）
収入金額（ 円）－必要経費（ 円）＝ 円

※ 「収支内訳書（不動産所得用）」への記載例については、別紙参照。
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６ 青色申告制度
青色申告は、日々の取引を所定の帳簿に記帳し、その記帳に基づいて正しい申告をす

ることで、税金の面でいろいろ有利な特典を受けることができる制度です。
⑴ 青色申告の代表的な特典

青色申告特別控除 ・・・ 青色申告をされている方で、簡易な方法による記帳を行
っている方は、最高 万円の青色申告特別控除の適用
を受けることができます。

⑵ 青色申告をするためには
青色申告をするためには、青色申告をしようとする年の３月 日まで（その年の１月
日以降に新たに不動産の貸付を行った場合は、その貸付の日から２カ月以内。）に

「所得税の青色申告承認申請書」に必要な事項を記載して、納税地の所轄税務署に
提出する必要があります。
《提出期限》
平成 年分で青色申告をする方 ・・・ 平成 年３月 日まで
平成 年分で青色申告をする方 ・・・ 平成 年３月 日まで

７ マイナンバー制度
社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い公平・公正な

社会を実現することを目的として、平成 年１月より社会保障・税番号（マイナンバー）
制度が始まりました。

6 7



軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –

6 7



9



青色申告制度と
青色申告会について

説明者：沖縄県青色申告会連合会

専務理事　仲本政祥
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6　簡易帳簿の記入例

7　軍用地主向け特別会費について
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１組織状況

　青色申告制度は、昭和25年にシャウプ勧告に基づく税制の全面的な改革の一環として

創設されました。

　米国の統治下におかれていた沖縄においては、祖国復帰を前提とする税制度一体化策

の一環として、琉球政府は、20年後の1970年（昭和45年）9月12日付、立法第163号を

もって所得税法の一部改正を行い、申告納税制度の健全な発展を図るため青色申告制度

を創設した。

　当時すでに20年にわたる永い歴史をもち、日本全国津々浦々に組織され活動してい

る、民主的で自主的な納税者団体である青色申告会を沖縄においても組織し、本土よりは

るかに立ちおくれた青色申告制度の普及と指導育成を目的に、昭和46年12月10日に沖縄

で初めて沖縄青色申告会が誕生しました。

　翌年の昭和47年1月8日に宮古青色申告会、続いて2月19日八重山青色申告会が創設さ

れました。（昭和47年5月15日、沖縄の祖国復帰が実現）

　沖縄青色申告会では、企業の健全なる発展をはかり、誠実な青色申告運動をより強力に

推進するため、コザ税務署管内（現、沖縄税務署）名護税務署管内における青色申告会の

創設を指導勧奨した結果、昭和48年3月27日に名護青色申告会が創設されました。（名護

青色申告会は、平成元年6月27日付をもって「北部青色申告会」と改称）

　こうした機運の中で、運動の連帯共同化と地区青色申告会の統一指導を推進する上か

ら、各地区会の協調連携と系列を整えて組織の充実強化を図るべく、各地区会の力の結集

として、沖縄県青色申告会連合会は昭和49年4月1日に創立されました。続いて、昭和49年

8月27日、沖縄税務署管内に中部青色申告会が沖縄青色申告会から署管地域の会員を分離

継承して創立し、本会に加入した。それまで未加入だった宮古青色申告会も昭和53年11

月1日本会に加入しました。

　那覇と北那覇税務署管内を事業活動の地域としていた、沖縄青色申告会から署管地域

の会員を分離継承して、北那覇税務署管内に、北那覇青色申告会が昭和57年8月6日に創

立し、県内全ての税務署管内に青色申告会が創立したことにより、沖縄青色申告会は、昭

和59年5月30日付をもって「那覇青色申告会」に改称した。又、北那覇青色申告会は平成

7年6月7日付で社団法人へ、沖縄中部青色申告会は平成21年6月2日付で一般社団法人へ

組織変更した。

  また、新公益法人制度改革法に伴い、平成24年４月１日付で（一般社団法人）北那覇青

色申告会は組織変更した。

　更に、那覇青色申告会が、平成28年４月１日付けで一般社団法人へ組織変更した。

　本会においては、上部団体である一般社団法人全国青色申告会総連合の統一した事業

活動基本方針と本会の特性とを調和し、今後さらに青色申告の普及拡大を図るとともに

質の向上を目指して、事業活動を積極的に展開しております。
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	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 平成２９年９月現在	 

 

 
 

 一般社団法人	 全国青色申告会総連合   

 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （都道府県単位）  
 

 沖縄県青色申告会連合会  
会	 長	 宜名真	 正	 勝  

	 那覇市真嘉比２丁目５番３号  
	              	 	 （沖縄納税研修会館内）  
	 	 ＴＥＬ・ＦＡＸ	 	 ０９８－８３５－５５７５ 

	 	 Ｅ -ｍ ail:ｏｋｉｎａｗａｋｅｎ-ａｏｉｒｏ＠ｃｃ．ｗａｋｗａｋ．ｃｏｍ 

	 創立（昭和４９年４月１日創設）  

 

 
 
 

 	 一般社団法人	 那覇青色申告会  

	 会 	 長 	 	 神 	 谷 	 常 	 直  

	 那覇市泉崎１－１３－２３	 	 島田産業ﾋﾞﾙ２階 

	 ＴＥＬ	 098-868-8218	 	 ＦＡＸ	 098-868-1094 

	 	 ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｎａｈａ－ａｏｉｒｏ．jp  

	 Ｅ -ｍ ail： ｉｎｆｏ＠ｎａｈａ-ａｏｉｒｏ．ｊｐ  

  創立（昭和４６年１２月１０日）  

 	 北部青色申告会  

	 	 会 	 長 	 	 	 渡嘉敷	 真	 吾  

	 名護市城２丁目１４番２号  

	 ＴＥＬ 	 0980-53-3331	 

	 ＦＡＸ 	 0980-43-0800	 

	 	 創立（昭和４８年３月２７日）  

 

 

 	 一般社団法人	 北那覇青色申告会  

	 	 会 	 長 	 	 新 	 本 	 乗 	 義  
	 那覇市真嘉比２丁目５番３号  
        	 	  （沖縄納税研修会館内）  

ＴＥＬ	 098-886-4010	 	 ＦＡＸ	 098-886-1205  

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｋｉｔａｎａｈａ－ａｏｉｒｏ．ｎｅｔ 
 
	 	 	 	 	 	 	 Ｅ-ｍail：info@ｋｉｔａｎａｈａ－ａｏｉｒｏ．ｎｅｔ 

	 	 創立（昭和５７年８月６日）  

 	 宮古青色申告会  

	 	 会 	 長 	 	 下 	 地 	 信 	 輔  
	 宮古島市平良字西里240番地-2 
	 	 	 （琉球銀行宮古支店ﾋﾞﾙ３階）  

 ＴＥＬ	 0980-72-2779  

	 ＦＡＸ 	 0980-73-1543  
	 Ｅ -ｍ ail：  

 	 創立（昭和４７年１月８日）  

 

 

 	 一般社団法人	 沖縄中部青色申告会  

	 	 会 	 長 	 	 宜名真	 正	 勝  

	 沖縄市山里１－１８－４３(青色会館内)  

	 ＴＥＬ	 098-932-2580	 	 ＦＡＸ	 098-933-9014 

	 http://www.okinawa-aoiro.com  

 Ｅ -ｍ ail： info@okinawa-aoiro.com 

	 	 創立（昭和４９年８月２７日）  

 	 八重山青色申告会  

	 	 会 	 長 	 	 	 座喜味	 盛	 二  

	 石垣市浜崎町１－１－４  

	 	 ＴＥＬ・ＦＡＸ 	 0980-82-5179  

	 	 	 	 Ｅ-ｍail：ｙａｅａｏｓｉｎ＠ｍｃｏ．ｎｅ．ｊｐ 

	 	 創立（昭和４７年２月１９日）  

 

 
 

 

２沖縄県青色申告会連合会組織図
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会　名 署　轄

平　成
会　名 署　轄 元　年

会　名 署　轄

3　会員の推移（各年度３月末現在）

年　　度

那 覇 会 那　覇

５０年

北那覇会 北那覇

沖縄中部会

北 部 会 名　護

沖　縄

宮 古 会 平　良

八重山会 石　垣

５２年 ５３年 ５４年

合　　　計

４７年 ４８年 ４９年 ５５年５１年

※59

６０年 ６１年 ６２年 ６３年

那 覇 会 那　覇

年　　度
５６年 ５７年

北那覇会 北那覇 ※865

沖縄中部会

５９年５８年

宮 古 会

沖　縄

北 部 会 名　護

平　良

八重山会 石　垣

合　　　計

年　　度
２年 ３年 ４年 ５年 ６年

那　覇

沖縄中部会

８年 ９年 １０年７年

那 覇 会

※3,248（社）北那覇会 北那覇

沖　縄
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北那覇会 昭和５７年８月６日付けをもって北那覇青色申告会が創立したことにより、

（一社）
沖縄中部会 分離し、北那覇青色申告会に継承する。

昭和５７年９月１日以降は、那覇税務署館内が事業活動の地域となる。

※は、組織を変更した年

合　　　計
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宮 古 会 宮古島

北 部 会 名　護

那　覇
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２９年
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昭和５４年９月２５日まで那覇、北那覇、沖縄の三税務署館内を地域とした

が、昭和４９年８月２７日付けをもって、中部青色申告会創立したことにより、

八重山会 石　垣

宮 古 会 宮古島

北 部 会 名　護

※4,002

沖　縄 ※2,570

※2,423

北那覇

年　　度
２０年 ２１年 ２２年

那　覇

１９年１５年 １６年 １７年 １８年

合　　　計

１１年 １２年 １３年

沖　縄

八重山会 石　垣

宮 古 会 平　良

北 部 会 名　護

年　　度

那 覇 会 那　覇

１４年

（社）北那覇会 北那覇

同年９月２６日付けをもって沖縄税務署館内に納税地をもつ会員５９名を分

沖縄中部会

同年９月１日付けをもって北那覇税務署館内に納税地をもつ会員８７８名を

２８年２５年 ２６年 ２７年２３年 ２４年

３会員の推移 （各年度３月末現在）
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会　名 署　轄
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沖　縄

北 部 会 名　護

平　良

八重山会 石　垣

宮 古 会
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（一社）
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（一社）
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（一社）
沖縄中部会

会　名 署　轄

（一社）
那 覇 会 離し、中部青色申告会へ継承する。

（一社）
北那覇会 昭和５７年８月６日付けをもって北那覇青色申告会が創立したことにより、

（一社）
沖縄中部会 分離し、北那覇青色申告会に継承する。

昭和５７年９月１日以降は、那覇税務署館内が事業活動の地域となる。

※は、組織を変更した年

合　　　計
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宮 古 会 宮古島
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沖　縄
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合　　　計

昭和５４年９月２５日まで那覇、北那覇、沖縄の三税務署館内を地域とした

が、昭和４９年８月２７日付けをもって、中部青色申告会創立したことにより、

八重山会 石　垣

宮 古 会 宮古島

北 部 会 名　護

※4,002

沖　縄 ※2,570

※2,423

北那覇

年　　度
２０年 ２１年 ２２年

那　覇

１９年１５年 １６年 １７年 １８年

合　　　計

１１年 １２年 １３年

沖　縄

八重山会 石　垣

宮 古 会 平　良

北 部 会 名　護

年　　度

那 覇 会 那　覇

１４年

（社）北那覇会 北那覇

同年９月２６日付けをもって沖縄税務署館内に納税地をもつ会員５９名を分

沖縄中部会

同年９月１日付けをもって北那覇税務署館内に納税地をもつ会員８７８名を

２８年２５年 ２６年 ２７年２３年 ２４年

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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４青色申告会の税制改正運動の歴史

昭和２７年

昭和２８年

昭和３６年

昭和３７年

昭和４２年

昭和４３年

昭和４７年

昭和４８年

昭和４９年

昭和５０年

昭和５６年

昭和６０年

平成 ５年

平成 ６年

平成 ７年

平成 ９年

平成１０年

平成１１年

平成１２年

平成１３年

平成１４年

平成１６年

平成２２年

青色専従者控除制度の創設

青色申告者に簡易帳簿制度が採用

配偶者控除の創設

個人住民税の課税方式が本文方式、ただし書方式の２つに統一

所得税・個人住民税・個人事業税の三税申告一本化

青色専従者・完全給与制の創設

青色申告控除１０万円の創設

みなし法人課税制度（事業主の月給が認められる）

相続・贈与税における「妻の座」の向上として

「遺産にかかる配偶者控除」「配偶者に対する税額控除」

「贈与税の配偶者控除」が認められる

相続遺産総額の１/３または４,０００万円まで非課税に

贈与税における配偶者控除１,０００万円に引き上げ

配偶者の相続分１/２に引き上げ

個人事業税の事業主控除額が２４０万円に引き上げ

青色申告特別控除３５万円創設（みなし法人課税制度廃止）

個人事業税の事業主控除額が２７０万円に引き上げ

相続税の税率・課税最低限等の改正による負担軽減

小規模宅地等についての相続税の課税の特例の拡充等

地価下落を反映した固定資産税の負担軽減

著しい地価下落を反映した固定資産税額の据え置き

青色申告特別控除額４５万円に引き上げ

個人事業税の事業主控除額が２９０万円に引き上げ

小規模宅地等についての相続税の課税の特例の拡充

青色申告特別控除額４５万円適用者のうち「正規の簿記の原則に従って記帳して

いる者」について控除額５５万円に引き上げ

贈与税の基礎控除１１０万円に引き上げ

小規模宅地等についての相続税の課税の特例の拡充

国民健康保険税（料）の負担軽減（ただし書方式において、青色専従者給与が

所得税・個人住民税と同様の取り扱いになり、給与所得として認められる）

青色申告特別控除額５５万円が６５万円に引き上げ

青色申告特別控除額４５万円は廃止

小規模企業共済法の一部改正（共同経営者の加入が可能になる。）

中小企業退職金共済にかかわる省令の改正（家族従業員の加入が可能になる。）

※改正法の施行日は公布の日から１年を越えない範囲内で定められる。
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項　　目 青色申告 白色申告 節税額

不動産所得 2,000,000 2,000,000

青色申告特別控除 100,000 0

合計所得 1,900,000 2,000,000

所得控除 1,858,400 1,871,200

課税所得 41,000 128,000

①所得税 2,000 6,500 4,500
②住民税 29,100 37,800 8,700
③国保税･介護保険料 338,400 351,200 12,800

税金合計
(①＋②＋③)

369,500 395,500 26,000

〔税金計算例〕
　・不動産所得200万円（青色申告特別控除10万円）
　・所得控除額〔妻、子供(高校生)2人、国保税・介護保険（下記参照）〕

 ※住民税は扶養控除、基礎控除の所得控除が所得税より少ないため、課税所得は所得税よりも増加する。
 ※国保税・介護保険料は那覇市在住の場合で計算。（平成２９年４月１日現在）

5　節税効果の比較

（青色申告の場合と白色申告の場合を比較した場合：軍用地主想定）

①所得税 ②住民税
③国保税･介護

保険料

税金合計

(①＋②＋③)
青色申告 2,000 29,100 338,400 369,500

白色申告 6,500 37,800 351,200 395,500

2,000
29,100

338,400
369,500

6,500
37,800

351,200
395,500

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

５節税効果の比較

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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沖縄県青色申告会連合会

《　不動産所得者（土地貸付）用　》

① ③ ⑤ ⑭ ⑮ ⑰

名   義

書換料

その他

〃

〃

（注）　「経費」 欄は、不動産の貸付等の状況により自分の実情にあった項目に区分しましょう。

必　　　　　要　　　　　経　　　　　費

賃貸料
租　税
公　課

諸会費
その他
の経費

固定資産税　第４期分

軍用地料　値上がり分

軍用地主会費

固定資産税　第１期分

青色申告会費

収　　　入

固定資産税　第２期分

固定資産税　第３期分

6　簡易帳簿の記入例

合　　計

軍用地料

軍用地主会費

年

月　　日
摘　　　　　要

６簡易帳簿の記入例
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７軍用地主向け特別会費について

１．軍用地等地主特別会費：６，０００円

２．特別会費要件

① 軍用地等地主会に入会されている方

② 青色申告会に入会していただける方

③ 軍用地の賃貸料以外に収入の無い方（公的年金等、給与収入は除く）

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –

16 17
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相続及び贈与の際に適用される
軍用地等の評価倍率等について

説明者：沖縄県軍用地等地主会連合会

顧問税理士　仲地 祐三

目　　次

1　相続及び贈与の際に適用される軍用地等の

　  評価倍率改正の影響について

2　相続税対策について

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –

19
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0
%
)

相
続

税
評

価
額

区
分

①

固
定

資
産

税

評
価

額

②

相
続

税

評
価

倍
率

③

地
上
権

（
借
地
権
）

　
割
合

対
前

年

増
加

額

１
　

預
貯

金
を

減
ら

す

　
⑴

　
生

前
贈

与
（

暦
年

課
税

）
の

基
礎

控
除

額
（

11
0

万
円

）
を

活
用

　
⑵

　
生

命
保

険
の

活
用

死
亡

保
険

金
の

非
課

税
限

度
額
（

5
0
0

万
円

×
法

定
相

続
人

の
数

）

２
　

不
動

産
の

整
理

等

　
　

残
す

べ
き

財
産

と
処

分
し

た
方

が
よ

い
財

産
を

分
け

る
。

　
⑴

　
残

す
べ

き
財

産

　
　

　
軍

用
地

、
自

宅
の

土
地

と
建

物
、

更
地

　 　
⑵

　
処

分
を

検
討

す
る

財
産

　
　

　
利

用
し

て
い

な
い

農
振

地
域

以
外

の
畑

、
原

野
、

貸
地
（

別
所

有
者

の
建

物
あ

り
）

　
　

　（
沖

縄
市

内
の

畑
 1

47
坪

の
例

）

　
　

　
　

　
・

　
固

定
資

産
税

の
評

価
額

　
　

21
,5

0
0

円
、　

固
定

資
産

税
額

 3
0
0
 円

　
　

　
　

　
・

　
相

続
税

評
価

額
　

　
　

15
,3

0
0,

0
0
0

円
（

固
定

資
産

税
評

価
額

の
71

1
倍

）

2

２
相
続
税
対
策
に
つ
い
て

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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相続と贈与の
対策について

説明者：大和証券株式会社 ウェルスマネジメント部

ソリューション 二課長　松下 聡一郎
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7　軍用地における制度の活用
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相
続
と
は

（
）
相
続
対
策
と
相
続
税
対
策
の
違
い

（
）
遺
産
分
割
で
も
め
る
主
な
原
因

沖
縄
と
相
続

（
）
相
続
税
の
申
告
状
況
と
相
続
人
数

軍
用
地
と
相
続

（
）
遺
産
分
割
で
も
め
る
主
な
原
因
時
価
の
違
い
事
例

（
）
遺
産
分
割
で
も
め
る
主
な
原
因
時
価
の
違
い
事
例

遺
言
書
と
信
託
の
違
い

（
）
遺
言
書
と
信
託
の
違
い

民
事
信
託
に
つ
い
て

（
）
信
託
と
は
？

（
）
相
続
さ
れ
る
と
ど
う
な
る
の
？
事
例

（
）
相
続
さ
れ
る
と
ど
う
な
る
の
？
事
例

（
）
信
託
を
使
う
と
ど
う
な
る
か
事
例

（
）
信
託
を
使
う
と
ど
う
な
る
か
事
例

（
）
Ｑ

法
人
化
に
つ
い
て

（
）
法
人
化
と
は

（
）
軍
用
地
を
法
人
化
し
た
場
合
の
相
続
税
評
価
と
譲
渡
益
税
に
つ
い
て

（
）
軍
用
地
法
人
化
の
メ
リ
ッ
ト
そ
の

所
得
税
が
減
る

（
）
軍
用
地
法
人
化
の
メ
リ
ッ
ト
そ
の

分
割
が
容
易

軍
用
地
に
お
け
る
制
度
の
活
用

（
）
相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
概
要

（
）
相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
使
い
方

（
）
軍
用
地
で
の
相
続
時
精
算
課
税
制
度
活
用
案
所
得
税
編

（
）
軍
用
地
で
の
相
続
時
精
算
課
税
制
度
活
用
案
相
続
税
編
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2
22

本
資
料
は
、
ご
参
考
の
た
め
に
大
和
証
券
株
式
会
社
が

独
自
に
作
成
し
た
も
の
で
す
。

本
資
料
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
意
思
決
定
を
す
る
際
に
は
事
前

に
税
理
士
・
会
計
士
・
弁
護
士
等
に
ご
確
認
い
た
だ
き
ま
す
よ
う

お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

本
資
料
の
数
値
に
つ
い
て
は
実
際
と
大
き
く
乖
離
す
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

実
際
の
評
価
額
と
は
異
な
り
ま
す
。

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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内
地
で
も
遺
産
分
割
に
関
わ
る
ト
ラ
ブ
ル
が
社
会
問
題
化
し
て
い
ま
す
が
、
沖
縄
の
人
口
動
態

は
内
地
以
上
に
一
世
帯
当
た
り
の
家
族
が
多
い
た
め
、
内
地
以
上
に
遺
産
分
割
に
留
意
し
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

子
供
た
ち
の
仲
が

険
悪
に
な
っ
た

相
続
に
よ
り
、

と
い
っ
た
状
況
に
な
ら
な
い
た
め
に
も
、
事
前
に
問
題
点
の
抽
出
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

不
動
産
が

分
散
し
て
し
ま
っ
た

納
税
の
た
め
に

売
り
た
く
な
い
不
動
産
を

売
却
せ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た

現
状
の
把
握
⇒
問
題
点
の
抽
出
⇒
対
策
の
実
施

少
な
く
と
も
何
ら
か
の
軽
減
策
に
な
る
場
合
が
多
数
あ
り
ま
す
。

の
ス
テ
ッ
プ
に
よ
り
、

は
じ
め
に
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本
提
案
書
は
現
行
の
法
律
制
度
に
基
づ
い
て
作
成
し
た
も
の
で
あ
り
、
将
来
に
渡
り
そ
の
効
果
を
保
証
す
る
も
の
で
は
な
く
、
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
は
そ
の
正
確
性
・
完
全
性
を
保
証
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
た
意
見
・
予
測
等
は
、
資
料
作
成
時
点
の
当
社
の
判
断
に
基
づ
く
も
の
で
、

今
後
予
告
な
し
に
変
更
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
の
実
施
に
関
す
る
最
終
決
定
は
お
客
様
ご
自
身
の
判
断
と
責
任
で
行
わ
れ
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。
内
容
に
関
す
る
一
切
の
権
利
は
大
和
証
券
株
式
会
社
に
あ
り
ま
す
。
内
容
の
全
文
及
び
一
部
の
無
断
転
載
・
複
製
・
引
用
を
禁
止
し

ま
す
。
本
提
案
書
に
つ
い
て
は
、
守
秘
義
務
の
あ
る
専
門
家
（
弁
護
士
・会
計
士
等
）
を
除
き
、
競
合
金
融
機
関
等
を
含
む
第
三
者
へ
の
開
示
は
ご
遠
慮
く
だ
さ
い
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
評
価
に
お
け
る
時
価
は
、
必
ず
し
も
法
令
等
に
明
文
規
定
が
存
在
す
る
と
は
限
ら
ず
、
実
務
上
は
そ
の
解
釈
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
ケ
ー
ス

も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
移
動
の
際
は
、
必
ず
税
理
士
等
専
門
家
と
ご
相
談
の
上
、
行
っ
て
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

相
続
と
は

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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税
額

軽
減

分
割
後
の

財
産
管
理
が

容
易

一
致
す
る
対
策
と
相
反
す
る
対
策
が
あ
り
、
ど
ち
ら
を
優
先
す
る
か
は
財
産
構
成
と

家
族
構
成
に
よ
っ
て
大
き
く
異
な
り
ま
す
。

相
続
対
策

相
続
税
対
策

目 的 方 法


生
前
贈
与


親
子
間
売
買


遺
言
書
作
成


保
険
に
加
入


財
産
法
人
化


不
動
産
売
却


民
事
信
託


生
前
贈
与


親
子
間
売
買


遺
言
書
作
成


保
険
に
加
入


財
産
法
人
化


不
動
産
購
入

帰
属
先
を
決
め
る

帰
属
先
を
決
め
る

帰
属
先
を
決
め
る

帰
属
先
を
決
め
る

運
営
者
と
権
利
者
を
分
割
す
る

分
割
し
や
す
い
財
産
を
増
や
す

運
営
者
と
権
利
者
を
分
割
す
る

財
産
を
贈
与
に
よ
っ
て
減
ら
す

一
時
的
に
安
く
な
っ
た
財
産
を
売
買
で
固
定

特
定
の
人
が
相
続
し
た
場
合
の
控
除
を
利
用

死
亡
保
険
金
の
控
除
を
利
用

評
価
額
を
下
げ
る

評
価
額
を
下
げ
る

円
滑
な

分
割

納
税

資
金
不
足

解
消

（
）
相
続
対
策
と
相
続
税
対
策
の
違
い

28 29



（
）
遺
産
分
割
で
も
め
る
主
な
原
因


生
前
の
贈
与
が
不
均
衡
だ
っ
た

特
定
の
孫
や
子
供
へ
の
偏
っ
た
贈
与
な
ど


献
身
的
介
護
を
し
た
子
供
と
、
そ
う
で
は
な
い
子
供
の
分
割


山
、
畑
は
い
ら
な
い


新
し
い
不
動
産
は
欲
し
い


換
金
性
の
高
い
不
動
産
は
欲
し
い


収
益
性
の
高
い
不
動
産
は
欲
し
い


お
金
は
欲
し
い


収
益
を
生
む
不
動
産
は
欲
し
い


一
人
っ
子
な
ら
も
め
な
い


明
治
民
法

家
督
相
続
権
的
な
考
え
方

軍
用
地
の

特
徴
と
一
致

古
い
不
動
産
は
い
ら
な
い

換
金
性
の
低
い
不
動
産
は
い
ら
な
い

収
益
性
の
低
い
不
動
産
は
い
ら
な
い

貸
付
金
は
い
ら
な
い

自
宅
は
い
ら
な
い

兄
弟
姉
妹
が
た
く
さ
ん
い
る

昭
和
民
法

完
全
平
等

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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本
提
案
書
は
現
行
の
法
律
制
度
に
基
づ
い
て
作
成
し
た
も
の
で
あ
り
、
将
来
に
渡
り
そ
の
効
果
を
保
証
す
る
も
の
で
は
な
く
、
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
は
そ
の
正
確
性
・
完
全
性
を
保
証
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
た
意
見
・
予
測
等
は
、
資
料
作
成
時
点
の
当
社
の
判
断
に
基
づ
く
も
の
で
、

今
後
予
告
な
し
に
変
更
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
の
実
施
に
関
す
る
最
終
決
定
は
お
客
様
ご
自
身
の
判
断
と
責
任
で
行
わ
れ
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。
内
容
に
関
す
る
一
切
の
権
利
は
大
和
証
券
株
式
会
社
に
あ
り
ま
す
。
内
容
の
全
文
及
び
一
部
の
無
断
転
載
・
複
製
・
引
用
を
禁
止
し

ま
す
。
本
提
案
書
に
つ
い
て
は
、
守
秘
義
務
の
あ
る
専
門
家
（
弁
護
士
・会
計
士
等
）
を
除
き
、
競
合
金
融
機
関
等
を
含
む
第
三
者
へ
の
開
示
は
ご
遠
慮
く
だ
さ
い
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
評
価
に
お
け
る
時
価
は
、
必
ず
し
も
法
令
等
に
明
文
規
定
が
存
在
す
る
と
は
限
ら
ず
、
実
務
上
は
そ
の
解
釈
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
ケ
ー
ス

も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
移
動
の
際
は
、
必
ず
税
理
士
等
専
門
家
と
ご
相
談
の
上
、
行
っ
て
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

沖
縄
と
相
続
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全
国
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0
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0
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0
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0
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1
0

0
歳

以
上

0
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 4

1
0
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 1

4

2
0
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 2

4

3
0

 ～
 3

4

4
0
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 4

4

5
0
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 5

4

6
0
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 6

4

7
0

 ～
 7

4

8
0

 ～
 8

4

9
0

 ～
 9

4

1
0

0
歳

以
上


内

地
で

は
急

速
に

少
子

高
齢

化
が

進
ん

で
い

る
た

め
、

今
後

の
推

定
相

続
人

の
数

は
減

少
し

ま
す

。


今

後
の

遺
産

分
割

問
題

に
つ

い
て

は
一

定
の

終
息

を

迎
え

る
可

能
性

が
高

い
と

思
わ

れ
ま

す
。


沖

縄
県

の
出

生
率

は
内

地
と

比
べ

て
高

い
た

め

歳
以

下
人

口
の

割
合

が
高

く
な

っ
て

い
ま

す
。

今
後

も
推

定
相

続
人

の
多

い
状

況
が

継
続

し
ま

す
。


遺

産
分

割
に

つ
い

て
は

内
地

以
上

に
注

意
が

必
要

で
あ

り
事

前
の

対
策

を
講

じ
る

必
要

が
あ

る
と

思
わ

れ
ま

す
。

（
）

相
続

税
の

申
告

状
況

と
相

続
人

数

沖
縄

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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（
）
相
続
税
の
申
告
状
況
と
相
続
人
数

平
成
2
6
年
分

平
成
2
7
年
分

平
成
2
6
年
分

平
成
2
7
年
分

平
成
2
6
年
分

平
成
2
7
年
分

1
4
,1
2
6
万
円

2
,4
7
3
万
円

1
,7
5
8
万
円

⑨
被
相
続
人
当
た
り
の
相
続
人
数

3
.2
3
人

3
.2
8
人

1
,7
7
9
万
円

1
,2
4
2
万
円

2
.3
7
人

2
.2
7
人

1
,8
2
3
人

1
,2
7
3
,0
0
4
人

3
,5
4
0
人

1
,2
9
0
,4
4
4
人

1
3
3
,3
1
0
人

2
3
3
,5
5
5
人

沖
縄
国
税
局

全
国

5
6
,2
3
9
人

1
0
3
,0
4
3
人

4
,3
5
6
人

8
,3
3
1
人

3
,2
2
7
億
円

4
,7
7
4
億
円

2
,4
7
3
万
円福
岡
国
税
局

7
6
,1
4
0
人

7
6
,8
1
6
人

6
3
6
人

3
8
5
人

1
1
,3
6
1
人

1
1
,3
2
6
人

1
,7
5
8
万
円

7
8
4
億
円

9
3
2
億
円

6
9
億
円

7
9
億
円

5
7
4
億
円

2
0
,4
0
7
万
円

2
0
,3
5
5
万
円

1
4
,6
5
4
万
円

3
1
5
億
円

2
.3
9
人

2
.3
5
人

2
,0
5
3
人

1
,2
6
2
人

1
4
,1
2
6
万
円

1
1
4
,7
6
6
億
円

1
4
5
,5
5
4
億
円

1
3
,9
0
8
億
円

1
8
,1
1
6
億
円

2
0
,4
0
7
万
円

項
目

①

課
税
価
格

（
⑤
/
②
）

課
税
価
格

⑥
税
額

⑦

被
相
続
人

1
人
当
た
り被
相
続
人
数

（
死
亡
者
数
)

③
課
税
割
合

（
②
/
①
）

④
相
続
税
の

納
税
者
で
あ
る
相
続
人
数

⑤ ⑧
税
額

（
⑥
/
②
）

②
相
続
税
の
申
告
書
の
提
出
に

係
る
被
相
続
人
数

①
福
岡
国
税
局
管
内
と
比
較
し
て
も
沖
縄
国
税
局
管
内
で
発
生
し
た
課
税
割
合
は
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
た
め
、
事
前
に
相
続
税
へ
の
対
策
の
必
要
が
あ
る
県
民
が
多
い
と
言
え
ま
す
。

②
被
相
続
人
一
人
当
た
り
の
相
続
人
数
は
全
国
、
福
岡
国
税
局
管
内
と
比
較
し
て
も
数
が
多
く
、

遺
産
分
割
へ
の
事
前
対
策
は
内
地
に
比
べ
て
、
よ
り
一
層
必
要
と
言
え
ま
す
。
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本
提
案
書
は
現
行
の
法
律
制
度
に
基
づ
い
て
作
成
し
た
も
の
で
あ
り
、
将
来
に
渡
り
そ
の
効
果
を
保
証
す
る
も
の
で
は
な
く
、
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
は
そ
の
正
確
性
・
完
全
性
を
保
証
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
た
意
見
・
予
測
等
は
、
資
料
作
成
時
点
の
当
社
の
判
断
に
基
づ
く
も
の
で
、

今
後
予
告
な
し
に
変
更
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
の
実
施
に
関
す
る
最
終
決
定
は
お
客
様
ご
自
身
の
判
断
と
責
任
で
行
わ
れ
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。
内
容
に
関
す
る
一
切
の
権
利
は
大
和
証
券
株
式
会
社
に
あ
り
ま
す
。
内
容
の
全
文
及
び
一
部
の
無
断
転
載
・
複
製
・
引
用
を
禁
止
し

ま
す
。
本
提
案
書
に
つ
い
て
は
、
守
秘
義
務
の
あ
る
専
門
家
（
弁
護
士
・会
計
士
等
）
を
除
き
、
競
合
金
融
機
関
等
を
含
む
第
三
者
へ
の
開
示
は
ご
遠
慮
く
だ
さ
い
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
評
価
に
お
け
る
時
価
は
、
必
ず
し
も
法
令
等
に
明
文
規
定
が
存
在
す
る
と
は
限
ら
ず
、
実
務
上
は
そ
の
解
釈
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
ケ
ー
ス

も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
移
動
の
際
は
、
必
ず
税
理
士
等
専
門
家
と
ご
相
談
の
上
、
行
っ
て
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

軍
用
地
と
相
続

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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（
）
遺
産
分
割
で
も
め
る
主
な
原
因

時
価
の
違
い

事
例

民
法
上
の
時
価

相
続
税
法
上
の
時
価

固
定
資
産
税
の
時
価

普
通
預
金

額
面
1
億
円

1
0
0
,0
0
0
,0
0
0
円

1
0
0
,0
0
0
,0
0
0
円

更
地

1
億
円

1
0
0
,0
0
0
,0
0
0
円

8
0
,0
0
0
,0
0
0
円

7
0
,0
0
0
,0
0
0
円

タ
ワ
ー
マ
ン
シ
ョ
ン

1
億
円

1
0
0
,0
0
0
,0
0
0
円

4
0
,0
0
0
,0
0
0
円

3
5
,0
0
0
,0
0
0
円

軍
用
地
　
地
代
1
0
0
0
万
円

倍
率
4
0
倍

4
0
0
,0
0
0
,0
0
0
円

1
6
0
,0
0
0
,0
0
0
円

1
3
0
,0
0
0
,0
0
0
円

＜
土
地
＞

使
用
タ
イ
ミ
ン
グ

遺
産
分
割
時

相
続
税
申
告
時

固
定
資
産
税
支
払
時

売
買
価
格

相
続
税
法

地
方
税
法

一
般
の
不
動
産
の
場
合
に
は
公
示
地
価

を
使
用

概
ね
公
示
地
価
の
8
0
％
水
準

概
ね
公
示
地
価
の
7
0
％
水
準

評
価
方
法

※
更
地
、
タ
ワ
ー
マ
ン
シ
ョ
ン
の
時
価
の
違
い
に
つ
い
て
は
イ
メ
ー
ジ
で
す
。
実
際
に
は
物
件
ご
と
に
大
き
く
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

現
預
金
の
場
合
に
は
、
遺
産
分
割
時
の
時
価
と
相
続
税
申
告
の
た
め
の
時
価
が

同
じ
に
な
り
ま
す
。

一
方
、
軍
用
地
の
場
合
に
は
、
遺
産
分
割
時
の
時
価
と
相
続
税
申
告
の
た
め
の

時
価
が
大
き
く
異
な
り
ま
す
。

差
が
大
き
い
た
め
注
意
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「
Ａ
さ
ん
」
に
相
続
が
発
生


配
偶
者
は
既
に
他
界


子
供
は

人
（
長
男
は
地
元
、
長
女
次
女
は
内
地
に
嫁
い
だ

）


Ａ
さ
ん
は
長
男
に
先
祖
代
々
の
土
地
を
相
続
さ
せ
た
い


軍
用
地
を
保
有

（
地
代

万
円

倍
率

倍
）

※
相
続
税
評
価
は

億
円


金
融
資
産
は

億
円

（
）
遺
産
分
割
で
も
め
る
主
な
原
因

時
価
の
違
い

事
例

Ａ
さ
ん

長
男

長
女

次
女

法
定
相
続
分

法
定
相
続
分

法
定
相
続
分

民
法
上
の
遺
留
分

万
円

万
円

相
続
税
法
上
の
法
定
相
続
分

万
円

万
円

万
円

民
法
上
の
法
定
相
続
分

億
万
円

億
万
円

億
万
円

民
法
の
評
価

相
続
税
法
の
評
価

現
預
金

1
0
,0
0
0
万
円

1
0
,0
0
0
万
円

軍
用
地

4
0
,0
0
0
万
円

1
6
,0
0
0
万
円

合
計

5
0
,0
0
0
万
円

2
6
,0
0
0
万
円

遺
言
書
の
内
容

・
軍
用
地
を
長
男

・
現
金
を
長
女
・
次
女
へ
均
等
に
配
分

億
円

万
円

万
円

遺
留
分
を
侵
害
し
て
い
る
た
め
減
殺
請
求
訴
訟
に

な
る
可
能
性
が
高
く
な
り
ま
す
。

軍
用
地
主
の
方
々
は
、
納
税
だ
け
で
は

な
く
遺
産
分
割
に
つ
い
て
事
前
に
対
策

を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
ケ
ー
ス
が

多
い
と
思
わ
れ
ま
す
。

実
際
の
分
割

Ａ
さ
ん
は
希
望
を
叶
え
る
た
め
に
、
遺
言
書
を
作
成

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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本
提
案
書
は
現
行
の
法
律
制
度
に
基
づ
い
て
作
成
し
た
も
の
で
あ
り
、
将
来
に
渡
り
そ
の
効
果
を
保
証
す
る
も
の
で
は
な
く
、
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
は
そ
の
正
確
性
・
完
全
性
を
保
証
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
た
意
見
・
予
測
等
は
、
資
料
作
成
時
点
の
当
社
の
判
断
に
基
づ
く
も
の
で
、

今
後
予
告
な
し
に
変
更
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
の
実
施
に
関
す
る
最
終
決
定
は
お
客
様
ご
自
身
の
判
断
と
責
任
で
行
わ
れ
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。
内
容
に
関
す
る
一
切
の
権
利
は
大
和
証
券
株
式
会
社
に
あ
り
ま
す
。
内
容
の
全
文
及
び
一
部
の
無
断
転
載
・
複
製
・
引
用
を
禁
止
し

ま
す
。
本
提
案
書
に
つ
い
て
は
、
守
秘
義
務
の
あ
る
専
門
家
（
弁
護
士
・会
計
士
等
）
を
除
き
、
競
合
金
融
機
関
等
を
含
む
第
三
者
へ
の
開
示
は
ご
遠
慮
く
だ
さ
い
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
評
価
に
お
け
る
時
価
は
、
必
ず
し
も
法
令
等
に
明
文
規
定
が
存
在
す
る
と
は
限
ら
ず
、
実
務
上
は
そ
の
解
釈
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
ケ
ー
ス

も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
移
動
の
際
は
、
必
ず
税
理
士
等
専
門
家
と
ご
相
談
の
上
、
行
っ
て
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

遺
言
書
と
信
託
の
違
い
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（
）
遺
言
書
と
信
託
の
違
い

遺
言
書
作
成

委
任
契
約

任
意
後
見
契
約

成
年
後
見
制
度

遺
言
執
行

遺
産
分
割

次
の
相
続

現
在

認
知
症

発
生

次
相
続

発
生

相
続

発
生

相
続
発
生
前

相
続
発
生
後

民
事
信
託

信
託

遺
言
書

手
続

信
託
契
約
締
結
（
委
託
者
と
受
託
者
間
の
契
約
）

遺
言
（
民
法
の
方
式
に
し
た
が
っ
て
遺
言
を
作
成
）

実
行
準
備

信
託
ス
キ
ー
ム
の
検
討
（
契
約
の
自
由
度
が
高
い
ゆ
え

に
ス
キ
ー
ム
検
討
に
時
間
が
必
要
）

遺
言
案
の
検
討

撤
回
可
能
性

信
託
契
約
の
内
容
で
撤
回
を
制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る

撤
回
自
由

作
成
後
の
管
理

受
託
者
が
信
託
財
産
を
管
理

遺
言
書
の
保
管
（
相
続
開
始
後
、
遺
言
執
行
者
が
執
行
）

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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本
提
案
書
は
現
行
の
法
律
制
度
に
基
づ
い
て
作
成
し
た
も
の
で
あ
り
、
将
来
に
渡
り
そ
の
効
果
を
保
証
す
る
も
の
で
は
な
く
、
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
は
そ
の
正
確
性
・
完
全
性
を
保
証
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
た
意
見
・
予
測
等
は
、
資
料
作
成
時
点
の
当
社
の
判
断
に
基
づ
く
も
の
で
、

今
後
予
告
な
し
に
変
更
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
の
実
施
に
関
す
る
最
終
決
定
は
お
客
様
ご
自
身
の
判
断
と
責
任
で
行
わ
れ
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。
内
容
に
関
す
る
一
切
の
権
利
は
大
和
証
券
株
式
会
社
に
あ
り
ま
す
。
内
容
の
全
文
及
び
一
部
の
無
断
転
載
・
複
製
・
引
用
を
禁
止
し

ま
す
。
本
提
案
書
に
つ
い
て
は
、
守
秘
義
務
の
あ
る
専
門
家
（
弁
護
士
・会
計
士
等
）
を
除
き
、
競
合
金
融
機
関
等
を
含
む
第
三
者
へ
の
開
示
は
ご
遠
慮
く
だ
さ
い
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
評
価
に
お
け
る
時
価
は
、
必
ず
し
も
法
令
等
に
明
文
規
定
が
存
在
す
る
と
は
限
ら
ず
、
実
務
上
は
そ
の
解
釈
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
ケ
ー
ス

も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
移
動
の
際
は
、
必
ず
税
理
士
等
専
門
家
と
ご
相
談
の
上
、
行
っ
て
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

民
事
信
託
に
つ
い
て
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信
託
と
は

財
産
の
所
有
者

（
委
託
者
）
が
、
一
定
の
目
的
の
た
め
に
、
信
託
契
約
や

遺
言
に
よ
っ
て
信
頼
で
き
る
者

（
受
託
者
）
に
対
し
て
財
産
を
移
転
し
、

と
い
う
財
産
管
理
方
法
の
ひ
と
つ
。

委
託
者

（
元
の
所
有
者
）

受
益
者

（
利
益
を
受
け
る
人
）

信
託
契
約

給
付

（
家
賃
収
入
・
配
当
な
ど
）

信
託
財
産

移
転

受
益
権

（
）
信
託
と
は
？

特
定
の
人
（
受
益
者

）
が
、
財
産
か
ら
生
じ
た
利
益
を
受
け
る

受
託
者
は
目
的
達
成
の
た
め
に
財
産
の
管
理
・
処
分
を
行
い
、

受
託
者

（
財
産
の
管
理
人
）財
産
の
管
理
・
処
分

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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所
有


不
動
産
の
相
続
の
場
合
、
相
続
人
の
共
有
に
せ
ざ
る
を
得
な
い
場
合
が
あ
る

不
動
産
の
他
に
相
続
財
産
が
な
い
場
合
、
代
償
金
を
支
払
え
る
相
続
人
が
い
な
い
場
合


共
有
財
産
の
管
理
・
処
分
は
、
共
有
者
全
員
で
行
う

一
人
の
判
断
で
管
理
処
分
が
で
き
る

管
理
・
処
分
は

共
同
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

最
終
的
に
は
共
有
に
せ
ざ
る
を
得
な
い

お
金
（
代
償
金

）
で
解
決
す
る
方
法
も
あ
る
が
…

相
続
人
全
員
が
土
地
が
欲
し
い
と
譲
ら
な
い

（
）
相
続
さ
れ
る
と
ど
う
な
る
の
？
事
例

管
理
・
処
分
の
意
思
統
一
に
手
間
と
時
間
が
か
か
り
、
機
動
的
な
運
用
が
で
き
ま
せ
ん
。

共
有
者
の
意
見
が
ま
と
ま
ら
な
い
場
合
、
そ
も
そ
も
管
理
・
処
分
が
ま
ま
な
り
ま
せ
ん
。

の
み

相
続
財
産

土
地

共
同
相
続

家
系
図

相
続
分

土
地

ほ
し
い
！

ほ
し
い
！

ほ
し
い
！

共
有
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管
理
処
分
権
の
一
元
化
が
必
要


賃
料
・
使
用
方
法
な
ど
の
契
約
条
件
を
変
更
す
る


転
貸
、
建
物
の
修
繕
、
借
地
権
の
譲
渡
を
許
可
す
る


契
約
の
更
新
、
新
た
な
契
約
の
締
結

土
地
を
第
三
者
に
賃
貸
し
て
い
た
場
合

共
有
者
共
同
で
行
う
必
要
が
あ
る

共
有
不
動
産

対
立

認
知
症

共
有
者
同
士
の

対
立
が
先
鋭
化

方
針
が

定
ま
ら
な
い

共
有
者
に

認
知
症
の
人
が

い
る

意
思
決
定
が

で
き
な
い

管
理
処
分
権
を
有
す
る
人
物
が
多
い
ほ
ど
こ
の
よ
う
な
問
題
が
起
き
や
す
い

（
）
相
続
さ
れ
る
と
ど
う
な
る
の
？
事
例

例

共
有
不
動
産

契
約
を

更
新
し
た
い
！

更
新
な
ん
か

し
な
い
！

ど
う
し
よ
う
…

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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家
族

（
委
託
者
兼
当
初
受
益
者
）

土
地
の

管
理
・
運
用

相
続

受
益
権

（
）
信
託
を
使
う
と
ど
う
な
る
か
事
例


信
託
を
用
い
る
こ
と
で
、
受
託
者
に
管
理
処
分
権
を
一
元
化
で
き
る


管
理
処
分
権
を
一
元
化
す
る
こ
と
で
、
柔
軟
な
管
理
・
運
用
が
で
き
る


相
続
人
を
受
益
者
と
す
る
こ
と
で
、
不
動
産
か
ら
生
じ
る
利
益
の
み
を
享
受
す
る
こ
と
が
で
き
、

管
理
の
煩
雑
さ
か
ら
解
消
さ
れ
る

土
地

相
続
前

移
転

信
託
契
約

運
用
益
（
賃
料
な
ど
）

【
受
託
者
】

土
地
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（
）
信
託
を
使
う
と
ど
う
な
る
か
事
例

相
続
後


受
益
権
の
み
を
相
続
の
対
象
と
す
る
こ
と
で
、
不
動
産
の
共
有
化
を
防
ぐ
こ
と
が
で
き
る

管
理
・
処
分
に
関
す
る
相
続
人
間
の
紛
争
を
防
止
で
き
る

家
族

（
委
託
者
兼
当
初
受
益
者
）

土
地
の

管
理
・
運
用

土
地

収
益
（
賃
料
な
ど
）

【
受
託
者
】

相
続

受
益
権

受
益
権

受
益
権

受
益
権

信
託
契
約

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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受
託
者
が
破
産
し
て
し
ま
う
と
、

財
産
を
と
ら
れ
て
し
ま
う
の
で
す
か
？


信
託
を
結
ぶ
と
、
登
記
上
の
所
有
者
が

受
託
者
と
な
る
の
は
本
当
で
し
ょ
う
か
？

（
）

大
丈
夫
で
す
。

不
動
産
を
勝
手
に
売
却
さ
れ
た
く
な
い
と
い
う
こ
と
で

あ
れ
ば
、
不
動
産
の
売
却
を
行
う
場
合
に
委
託
者
や

受
益
者
の
同
意
が
必
要
に
な
る
と
い
う
内
容
の
信
託

契
約
を
作
成
す
る
な
ど
し
て
受
託
者
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

す
る
こ
と
が
可
能
で
す
。

信
託
は
、
原
則
と
し
て
、
委
託
者
と
受
益
者
の

合
意
に
よ
り
い
つ
で
も
終
了
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

ま
た
、
信
託
契
約
に
終
了
事
由
を
定
め
る
こ
と
で
、

任
意
の
終
了
時
期
を
設
定
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。


受
託
者
に
権
限
を
委
ね
て
、

勝
手
に
不
動
産
を
売
ら
れ
る
こ
と
は

な
い
の
で
し
ょ
う
か
？


一
度
信
託
を
し
て
し
ま
っ
た
ら
、
二
度
と

財
産
を
取
り
戻
せ
な
い
の
で
す
か
？

大
丈
夫
で
す
。

信
託
財
産
は
、
受
託
者
の
固
有
財
産
と
は
分
別
し
て

管
理
さ
れ
ま
す
（
信
託
財
産
の
独
立
性
）
。

し
た
が
っ
て
、
受
託
者
が
破
産
し
て
も
信
託
財
産
は

保
護
さ
れ
ま
す
。

本
当
で
す
。

登
記
上
の
所
有
権
は
受
託
者
と
表
示
さ
れ
ま
す
。

た
だ
し
、
受
託
者
は
財
産
の
管
理
・
処
分
の
た
め
の

形
式
的
な
所
有
権
を
有
す
る
に
過
ぎ
ま
せ
ん
。

実
質
的
な
所
有
者
は
、
財
産
か
ら
利
益
を
受
け
る

受
益
者
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。
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本
提
案
書
は
現
行
の
法
律
制
度
に
基
づ
い
て
作
成
し
た
も
の
で
あ
り
、
将
来
に
渡
り
そ
の
効
果
を
保
証
す
る
も
の
で
は
な
く
、
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
は
そ
の
正
確
性
・
完
全
性
を
保
証
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
た
意
見
・
予
測
等
は
、
資
料
作
成
時
点
の
当
社
の
判
断
に
基
づ
く
も
の
で
、

今
後
予
告
な
し
に
変
更
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
の
実
施
に
関
す
る
最
終
決
定
は
お
客
様
ご
自
身
の
判
断
と
責
任
で
行
わ
れ
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。
内
容
に
関
す
る
一
切
の
権
利
は
大
和
証
券
株
式
会
社
に
あ
り
ま
す
。
内
容
の
全
文
及
び
一
部
の
無
断
転
載
・
複
製
・
引
用
を
禁
止
し

ま
す
。
本
提
案
書
に
つ
い
て
は
、
守
秘
義
務
の
あ
る
専
門
家
（
弁
護
士
・会
計
士
等
）
を
除
き
、
競
合
金
融
機
関
等
を
含
む
第
三
者
へ
の
開
示
は
ご
遠
慮
く
だ
さ
い
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
評
価
に
お
け
る
時
価
は
、
必
ず
し
も
法
令
等
に
明
文
規
定
が
存
在
す
る
と
は
限
ら
ず
、
実
務
上
は
そ
の
解
釈
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
ケ
ー
ス

も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
移
動
の
際
は
、
必
ず
税
理
士
等
専
門
家
と
ご
相
談
の
上
、
行
っ
て
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

法
人
化
に
つ
い
て

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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法
人
化

（
）
法
人
化
と
は
？

法
人
化
と
は
？

個
人
所
有
の
財
産
を
法
人
所
有
の
財
産
に
す
る
事

②
出
資
、
売
買
等

①
土
地
、
建
物
、
有
価
証
券
、
未
上
場
会
社
株
式
な
ど

な
ぜ
、
法
人
化
す
る
の
か
？

所
得
税
対
策
、
相
続
税
対
策
、
財
産
管
理
対
策
の
た
め

①
②

③
個
人
所
得
税
の
上
限
は

％
万
円
法
人
税
は
約

％
④
個
人
所
有
と
比
較
し
て
法
人
の
株
式
の
方
が
相
続
時
の
評
価
が
下
が
る
場
合
が
あ
る
（
必
ず
下
が
る
わ
け
で
は
な
い
）

⑤
株
主
に
選
任
さ
れ
た
役
員
（
社
長
）
が
代
表
し
て
財
産
管
理
が
で
き
る

法
人
の
設
立
方
法
に
よ
っ
て
③
④
⑤
の
い
ず
れ
か
を
強
調
す
る
形
に
な
る

で
は
、
全
員
が
法
人
化
し
た
方
が
良
い
の
で
は
？

③
④

⑤

財
産
の
状
況
、
財
産
の
種
類
、
家
族
構
成
に
よ
っ
て
は
法
人
化
す
る
事
で
逆
に
税
金
が
増
え
る
事
が
あ
る
た
め
個
別
に

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

軍
用
地
の
場
合
に
は
基
本
的
に
法
人
化
に
つ
い
て
は
デ
メ
リ
ッ
ト
が
先
行
す
る
事
が
多
い
と
思
わ
れ
ま
す
。

収
益
物
件
（
軍
用
地
以
外
）
の
場
合
に
は
建
物
だ
け
、
土
地
建
物
と
状
況
に
よ
っ
て
は
法
人
化
が
有
効
に
な
り
ま
す
。

状
況
に
よ
っ
て
異
な
る

Ｑ Ａ Ｑ Ａ Ｑ Ａ

財
産

財
産

法
人

所 有

所 有 所 有
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（
）
軍
用
地
を
法
人
化
し
た
場
合
の
相
続
税
評
価
と
譲
渡
益
税
に
つ
い
て


家
族
構
成
は
配
偶
者
と
子
供

人
の
場
合


軍
用
地
は
、
地
代

万
円
、
売
買
価
格

億
円
、
相
続
税
評
価
額

億
円
、
固
定
資
産
税
評
価
額

億
円


取
得
価
格
は
不
明


そ
の
他
の
財
産
は

億
円


法
人
化
し
た
際
の
売
却
代
金
（
ま
た
は
貸
付
金
）
は
そ
の
ま
ま
保
有

前
提
条
件

現
状
の
ま
ま

法
人
化
し
た
場
合

①
3
,8
8
0
万
円

9
,1
5
0
万
円

②
1
,9
4
0
万
円

（
配
偶
者
軽
減
後
）

4
,5
7
5
万
円

（
配
偶
者
軽
減
後
）

譲
渡
益
税

（
2
0
％
と
仮
定
）

③
0
万
円

7
,6
0
0
万
円

登
録
免
許
税

不
動
産
取
得
税

④
5
2
万
円

6
5
0
万
円

合
計
納
税
額

①
+
③
+
④

3
,9
3
2
万
円

1
7
,4
0
0
万
円

相
続
税

【
相
続
税
、
登
録
免
許
税
及
び
不
動
産
取
得
税
比
較
】

法
人
化
し
た
場
合
、
合
計
納
税
額
が

万
円
も
増
加

（
譲
渡
益
税

取
得
税

免
許
税
）

相
続
発
生
時
に
は

万
円
（
配
偶
者
軽
減
前
）
の
相
続
税
が
上
昇

万
円
（
配
偶
者
軽
減
後
）
の
相
続
税
が
上
昇

→
次
相
続
時
の
相
続
税
は
別
途
必
要

こ
の
デ
メ
リ
ッ
ト
を
超
え
る
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
場
合
に
は
、
法
人
化
の
検
討
は
重
要

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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移
転
に
か
か
る
費
用

移
転
後
の
メ
リ
ッ
ト

を
比
較
す
る
こ
と
が
大
切
で
す
。

（
）
軍
用
地
法
人
化
の
メ
リ
ッ
ト
そ
の

所
得
税
が
減
る

Ⅰ
地
代
収
入
の
所
得
分
散
効
果

Ｐ
の
家
族
の
場
合

Ｐ
の
家
族
の
場
合
、
年
間
の
所
得
税
減
額
額
は

万
円

移
転
コ
ス
ト
は

万
円

よ
っ
て
、
移
転
コ
ス
ト
を
回
収
す
る
た
め
に
は
、

年
の
長
い
期
間
が
必
要

※
地
代
相
当
分
に
つ
き
、
所
得
税
・
住
民
税
の
計
算
式
に
つ
い
て
（
現
状
）
：

万
円
×

％
円
＝

円

※
役
員
報
酬
に
つ
き
、
所
得
税
・
住
民
税
の
計
算
式
に
つ
い
て
（
軍
用
地
法
人
化
）
：
（

万
円

万
円
）
×

％
＝

円
（
人
分
）法
人
化

軍
用
地

軍
用
地

法
人

地
代 万
円
を

人
で
受
け
取
る

地 代
地 代

前
提
条
件

家
族
構
成
は
配
偶
者
と
子
供
人
。
軍
用
地
の
地
代
は

万
円
。

法
人
化
に
よ
り
、
軍
用
地
の
地
代

万
円
を
法
人
か
ら
役
員
報
酬
と
し
て
家
族
名
へ
支
払
う
。

給 与

役
員
報
酬
と
し
て

万
円
を

人
で
受
け
取
る

現
状
、
地
代

万
円
に
つ
き
所
得
税
・
住
民
税
が
約

万
円
の
納
税

法
人
化
に
よ
り
、
地
代

万
円
を
役
員
報
酬

万
円
×
名
に
所
得
分
散

役
員
報
酬

万
円
に
つ
き
所
得
税
・
住
民
税
が
約

万
円
の
納
税

家
族
名
で

万
円
の
納
税

4
7
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（
）
軍
用
地
法
人
化
の
メ
リ
ッ
ト
そ
の

分
割
が
容
易

Ⅱ
財
産
構
成
の
変
化
に
よ
り
遺
産
分
割
が
容
易
（
法
人
化

）

Ⅲ
法
人
化
以
外
の
分
割
対
策
（
代
償
分
割
）

軍
用
地
を
一
人
で
相
続
し
た
長
男
が
、
相
続
し
た

軍
用
地
を
担
保
に
借
り
入
れ
を
行
う
。

借
り
入
れ
た
資
金
を
代
償
金
と
し
て
兄
弟
に
支
払
う
。

軍
用
地

融
資

銀
行

担
保

長
男

代
償
金

次
女

長
女

今
後
の
地
代
は
長
男
に
帰
属
す
る
。

今
後
の
地
代
を
も
っ
て
銀
行
へ
の
返
済
を
行
う
。

軍
用
地

銀
行

返
済

長
男

地
代

遺
言
書
の
内
容

・
軍
用
地
を
長
男

・
現
金
を
長
女
・
次
女
へ
均
等
に
配
分

Ａ
さ
ん
は
遺
言
書
を
作
成

対
策
前
の
Ａ
さ
ん
の
財
産
構
成
（
子
ど
も

人
の
場
合
）

民
法
の
評
価

相
続
税
法
の
評
価

現
預
金

1
0
,0
0
0
万
円

1
0
,0
0
0
万
円

軍
用
地

4
0
,0
0
0
万
円

1
6
,0
0
0
万
円

合
計

5
0
,0
0
0
万
円

2
6
,0
0
0
万
円

民
法
の
評
価

相
続
税
法
の
評
価

現
預
金

1
0
,0
0
0
万
円

1
0
,0
0
0
万
円

軍
用
地

0
万
円

0
万
円

売
却
代
金

4
0
,0
0
0
万
円

4
0
,0
0
0
万
円

譲
渡
益
税

-
8
,0
0
0
万
円

-
8
,0
0
0
万
円

合
計

4
2
,0
0
0
万
円

4
2
,0
0
0
万
円

対
策
後
の
Ａ
さ
ん
の
財
産
構
成

長
男

長
女

次
女

4
0
,0
0
0
万
円

5
,0
0
0
万
円

5
,0
0
0
万
円

実
際
の
分
割

②
の
ケ
ー
ス
の
よ
う
に
軍
用
地
を
現
金
化
す
る
こ
と
に
よ
り

柔
軟
な
遺
産
分
割
が
可
能
に
な
る
。

遺
産
分
割
に
つ
い
て
事
前
に
対
策
を
講
じ
な
い
と
、

①
の
ケ
ー
ス
の
よ
う
に
遺
留
分
を
侵
害
し
た
遺
産
分
割
と
な
る

軍用地に係る税務について
 − 所得税と相続税、贈与税への対策に関する説明会 –
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本
提
案
書
は
現
行
の
法
律
制
度
に
基
づ
い
て
作
成
し
た
も
の
で
あ
り
、
将
来
に
渡
り
そ
の
効
果
を
保
証
す
る
も
の
で
は
な
く
、
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
は
そ
の
正
確
性
・
完
全
性
を
保
証
す
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
た
意
見
・
予
測
等
は
、
資
料
作
成
時
点
の
当
社
の
判
断
に
基
づ
く
も
の
で
、

今
後
予
告
な
し
に
変
更
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
本
提
案
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
の
実
施
に
関
す
る
最
終
決
定
は
お
客
様
ご
自
身
の
判
断
と
責
任
で
行
わ
れ
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。
内
容
に
関
す
る
一
切
の
権
利
は
大
和
証
券
株
式
会
社
に
あ
り
ま
す
。
内
容
の
全
文
及
び
一
部
の
無
断
転
載
・
複
製
・
引
用
を
禁
止
し

ま
す
。
本
提
案
書
に
つ
い
て
は
、
守
秘
義
務
の
あ
る
専
門
家
（
弁
護
士
・会
計
士
等
）
を
除
き
、
競
合
金
融
機
関
等
を
含
む
第
三
者
へ
の
開
示
は
ご
遠
慮
く
だ
さ
い
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
評
価
に
お
け
る
時
価
は
、
必
ず
し
も
法
令
等
に
明
文
規
定
が
存
在
す
る
と
は
限
ら
ず
、
実
務
上
は
そ
の
解
釈
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
ケ
ー
ス

も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
非
公
開
株
式
の
売
買
な
ど
株
式
移
動
の
際
は
、
必
ず
税
理
士
等
専
門
家
と
ご
相
談
の
上
、
行
っ
て
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

軍
用
地
に
お
け
る
制
度
の
活
用
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相
続
時
精
算
課
税
制
度

暦
年
課
税
制
度

贈
与
者

歳
以
上
の
者

（
年
齢
は
贈
与
の
年
の
月
日
現
在
の
も
の
）

制
限
な
し

授
贈
者

歳
以
上
の
者
で
贈
与
者
の
子
で
あ
る
推
定
相
続
人

（
代
襲
相
続
人
、
養
子
を
含
む
）
お
よ
び
孫

（
年
齢
は
贈
与
の
年
の
月
日
現
在
の
も
の
）

制
限
な
し

贈 与 時

税
額
計
算

（
贈
与
財
産
の
価
額
－
非
課
税
枠
）
×

％
（
贈
与
財
産
の
価
額
－
非
課
税
枠
）
×
累
進
税
率
－
控
除
額

非
課
税
枠

万
円
を
限
度
と
し
て
、
複
数
年
に
わ
た
り
利
用
で
き
る

年
間

万
円

贈
与
税
申
告
の
要
否

非
課
税
枠
内
で
も
、
申
告
要

非
課
税
枠
内
の
贈
与
で
あ
れ
ば
、
申
告
不
要

相 続 時

税
額
計
算

贈
与
財
産
も
合
算
し
て
相
続
税
の
計
算
を
行
う

支
払
っ
た
贈
与
税
は
相
続
税
と
精
算
さ
れ
る

贈
与
財
産
は
相
続
税
の
計
算
上
考
慮
し
な
い

注
相
続
開
始
前
年
以
内
に
贈
与
し
た
財
産
に
限
り
、
相
続
財
産
に

合
算
し
て
相
続
税
の
計
算
を
行
い
、
支
払
っ
た
贈
与
税
は
相
続
税

か
ら
控
除
さ
れ
る

加
算
額

贈
与
時
の
時
価

生
前
贈
与
比
較
表
（
平
成

年
１
月
日
以
降
）

贈
与
財
産
の
贈
与
時
の
時
価
と

相
続
時
の
時
価
と
の
比
較

有
利
・
中
立
・
不
利

贈
与
時
の
時
価
＜
相
続
時
の
時
価

贈
与
時
の
時
価
で
課
税
さ
れ
る
た
め

相
続
税
の
負
担
が
減
少
す
る

贈
与
時
の
時
価
＝
相
続
時
の
時
価

た
だ
し
、
贈
与
税
の
負
担
が
伴
え
ば

先
行
し
て
納
税
す
る
期
間
の
金
利
相
当
額
の

負
担
が
あ
る

贈
与
時
の
時
価
＞
相
続
時
の
時
価

贈
与
時
の
時
価
で
課
税
さ
れ
る
た
め

相
続
税
の
負
担
が
増
加
す
る

有
利

不
利

中
立

（
）
相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
概
要

軍用地に係る税務について
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成
功
例

失
敗
例

相
続
の
発
生

対
策
し
て
い
な
い
場
合
の
評
価
額

対
策
し
た
場
合
の
評
価
額

相
続
の
発
生

対
策
し
て
い
な
い
場
合
の
評
価
額

対
策
し
た
場
合
の
評
価
額

相
続
の
発
生

対
策
し
て
い
な
い
場
合
の
評
価
額

対
策
し
た
場
合
の
評
価
額

失
敗
か
成
功
か
相
続
が
発
生
す
る
ま
で
分
か
ら
な
い
例

相
続
時
精
算
課
税
の
実
施

相
続
時
精
算
課
税
の
実
施

相
続
時
精
算
課
税
の
実
施

（
）
相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
使
い
方
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Ｂ
さ
ん

歳

軍
用
地
代

万
円
を
毎
年
受
け
取
る
（
そ
の
他

万
円
の
給
与
所
得
あ
り
）

配
偶
者
、
子
供

人
（

歳
・

歳
子
供
の
年
収
は

万
円
）

歳
で
死
去
す
る
と
仮
定

親
子
と
も
生
活
費

円
基
礎
控
除
、
配
偶
者
控
除
は
考
慮
せ
ず

不
動
産
の
半
分
を
相
続
時
精
算
課
税
を
活
用
し
て

人
の
子
供
に
贈
与
す
る

（
）
軍
用
地
で
の
相
続
時
精
算
税
制
度
活
用
案

所
得
税
編

相
続
時
精
算
課
税
制
度
を
利
用
し
た
場
合

※
別
途
、
贈
与
実
施
時
に

万
円
×

人
分
の
支
払
い
が
あ
り
ま
す
。
相
続
税
の
前
払
い
で
あ
る
た
め
追
加
コ
ス
ト
と
は
み
な
さ
ず
に
算
出
し
て
い
ま
す
。

収
入

家
族
構
成

そ
の
他
前
提
条
件 現
状

※
Ｂ
さ
ん
の
所
得
税
・
住
民
税
の
計
算
式
に
つ
い
て
（
現
状
）
：
（

万
円

万
円

万
円
）
×

％
円
＝

円

※
子
供
の
所
得
税
・
住
民
税
の
計
算
式
に
つ
い
て
（
現
状
）
：
（

万
円

万
円
）
×

％
円
＝

円
（

人
分
）

※
Ｂ
さ
ん
の
所
得
税
・
住
民
税
の
計
算
式
に
つ
い
て
（
相
続
時
精
算
課
税
制
度
）
：
（

万
円

万
円

万
円
）
×

％
円
＝

円
※
子
供
の
所
得
税
・
住
民
税
の
計
算
式
に
つ
い
て
（
相
続
時
精
算
課
税
制
度
）
：
（

万
円

万
円

万
円
）
×

％
円
＝

円
（

人
分
）

Ｂ
さ
ん

6
2
1
万
円

子
供
（
2
人
分
）

1
2
4
万
円

Ｂ
さ
ん

1
,3
7
9
万
円

子
供
（
2
人
分
）

8
7
6
万
円

2
億
2
,3
5
0
万
円

6
億
7
,6
5
0
万
円

毎
年
の
所
得
税

毎
年
の
貯
蓄
額

親
子
3
0
年
間
の
合
計
所
得
税
額

親
子
3
0
年
間
の
合
計
貯
蓄
額

Ｂ
さ
ん

4
0
2
万
円

子
供
（
2
人
分
）

2
7
6
万
円

Ｂ
さ
ん

1
,0
9
8
万
円

子
供
（
2
人
分
）

1
,2
2
4
万
円

2
億
3
4
0
万
円

6
億
9
,6
6
0
万
円

毎
年
の
所
得
税

毎
年
の
貯
蓄
額

親
子
3
0
年
間
の
合
計
所
得
税
額

親
子
3
0
年
間
の
合
計
貯
蓄
額

軍用地に係る税務について
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Ｂ
さ
ん

歳

軍
用
地
代

万
円
を
毎
年
受
け
取
る
（
そ
の
他

万
円
の
給
与
所
得
あ
り
）

配
偶
者
、
子
供
人
（
歳
・

歳
子
供
の
年
収
は

万
円
）

歳
で
死
去
す
る
と
仮
定

親
子
と
も
生
活
費

円
軍
用
地
の
相
続
税
評
価
は
億
円

歳
時
点
で
の
個
人
金
融
資
産
は
億
円

（
）
軍
用
地
で
の
相
続
時
精
算
税
制
度
活
用
案
相
続
税
編

収
入

家
族
構
成

そ
の
他
前
提
条
件

年
後
の
推
定
相
続
財
産
（
現
状
）

金
融
資
産

軍
用
地

今
後
受
け
取
る
地
代
＋
給
与

合
計

億
円

億
円

億
万
円

億
万
円

億
円

億
円

億
万
円

億
円

億
万
円

金
融
資
産

軍
用
地

今
後
受
け
取
る
地
代
＋
給
与

精
算
課
税
制
度
の
持
戻
し
加
算

合
計

億
万
円

億
万
円

相
続
税
総
額

相
続
税
・
贈
与
税
総
額

年
後
の
推
定
相
続
財
産
（
精
算
制
度
の
利
用
）

※
今
後
受
け
取
る
地
代
給
与
（
現
状
）
：

万
円
（
Ｂ
さ
ん
の
毎
年
の
貯
蓄
額
）
×

年
＝
億

万
円

※
今
後
受
け
取
る
地
代
給
与
（
精
算
制
度
の
活
用
）
：

万
円
（
Ｂ
さ
ん
の
毎
年
の
貯
蓄
額
）
×

年
＝
億

万
円
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内
地
で
も
遺
産
分
割
に
関
わ
る
ト
ラ
ブ
ル
が
社
会
問
題
化
し
て
い
ま
す
が
、
沖
縄
の
人
口
動
態

は
内
地
以
上
に
一
世
帯
当
た
り
の
家
族
が
多
い
た
め
、
内
地
以
上
に
遺
産
分
割
に
留
意
し
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

子
供
た
ち
の
仲
が

険
悪
に
な
っ
た

相
続
に
よ
り
、

と
い
っ
た
状
況
に
な
ら
な
い
た
め
に
も
、
事
前
に
問
題
点
の
抽
出
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

不
動
産
が

分
散
し
て
し
ま
っ
た

納
税
の
た
め
に

売
り
た
く
な
い
不
動
産
を

売
却
せ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た

現
状
の
把
握
⇒
問
題
点
の
抽
出
⇒
対
策
の
実
施

少
な
く
と
も
何
ら
か
の
軽
減
策
に
な
る
場
合
が
多
数
あ
り
ま
す
。

の
ス
テ
ッ
プ
に
よ
り
、

最
後
に

軍用地に係る税務について
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